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Ⅰ．県内景気動向 

（みやぎ経済月報 2026 年 1 月号より引用） 

 

 

 

  



 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 



 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

  



Ⅱ．全国・東北等の景況 

１．全国の景況 

  ①月例経済報告（内閣府） 令和８年１月２２日 

 

 

 ②経済・物価情勢の展望－展望レポートー  基本的見解（日本銀行）令和８年１月    



先行きのわが国経済を展望すると、各国の通商政策等の影響を受けつつも、海外経済が成長経路に復していくも

とで、政府の経済対策や緩和的な金融環境などにも支えられて、所得から支出への前向きな循環メカニズムが徐々

に強まることから、緩やかな成長を続けると考えられる。 

物価の先行きを展望すると、消費者物価（除く生鮮食品）の前年比は、米などの食料品価格上昇の影響が減衰し

ていくもとで、政府による物価高対策の効果もあり、本年前半には、２％を下回る水準までプラス幅を縮小してい

くと考えられる。もっとも、この間も、賃金と物価が相互に参照しながら緩やかに上昇していくメカニズムは維持

され、消費者物価の基調的な上昇率は、緩やかな上昇が続くと見込まれる。その後は、景気の改善が続くもとで人

手不足感が強まり、中長期的な予想物価上昇率が上昇していくことから、基調的な物価上昇率と消費者物価（除く

生鮮食品）の上昇率はともに徐々に高まっていくと予想され、見通し期間後半には「物価安定の目標」と概ね整合

的な水準で推移すると考えられる。 

前回の見通しと比べると、成長率については、政府の経済対策の効果などから、2025 年度と 2026 年度が幾分

上振れている一方、2027 年度は幾分下振れている。消費者物価（除く生鮮食品）の前年比については、概ね不変

である。 

リスク要因としては、各国の通商政策等の影響を受けた海外の経済・物価動向、企業の賃金・価格設定行動、金

融・為替市場の動向などがあり、それらのわが国経済・物価への影響については、十分注視する必要がある。 

リスクバランスをみると、経済・物価のいずれの見通しについても、概ね上下にバランスしている。 

２．東北の景況 

 ①管内（東北６県）の経済動向（東北経済産業局） 令和８年１月２７日 

緩やかに持ち直している 

 

鉱工業生産：持ち直しの動きがみられる 

個人消費：足踏み状態となっている 

住宅着工：２か月ぶりに前年同月を下回った 

公共投資：３か月連続で前年同月を上回った 

設備投資：前年度を上回る見込み 

雇用：有効求人倍率は前月と比べ上昇 

企業倒産：倒産件数は前年同月を上回った 

②経済の動き（日本銀行仙台支店） 令和８年１月 

東北地域の景気は、持ち直している。 最終需要の動向をみると、公共投資は、持ち直している。設備投資は、

増加している。個人消費は、緩やかに回復している。住宅投資は、弱い動きとなっている。この間、生産は、持ち

直している。雇用・所得環境は、改善している。消費者物価（除く生鮮食品）は、前年を上回っている。 

３．宮城県の景況 

 ①県内経済の基調判断（七十七リサーチ＆コンサルティング（株））    令和８年１月 

【総括判断】 

最近の県内景況をみると、総じて足踏みしている。 

【概況】 



生産は一進一退の動きとなっている。需要面の動きをみると、公共投資は持ち直しの動きとなっている。住宅投

資は下げ止まりつつある。個人消費は一部に持ち直しの動きもみられるが、総じて弱含んでいる。雇用情勢は弱さ

がうかがわれるものとなっている。 

 

  



 

Ⅲ．宮城県商圏内の消費購買動向 

(令和３年消費購買動向調査報告書より引用)                          ※本調査は令和３年度を以て終了 

 

 

 

1 調査の目的 

2 調査の概要 

3 調査結果の概要 

超 広 域 型：広域型商圏の中でも広域行政圏を超えて広く県域を範囲とする商圏。 

広  域  

地  域  

地  区  

型：商圏範囲が主として広域行政圏的広がりを持ち、吸引人口が 10 万人以上。 

型：商圏範囲が主として広域行政圏に準ずるか若しくはその一部に相当する広がりを

持ち、吸引人口が２万人以上。 

型：上記以外の規模の小さな商圏。 

宮城県の商圏（消費購買動向調査報告書）の概要について 
 

 

◯県内における商圏の変化や消費購買動向の実態を明らかにし、地域商業の振興に活用する。 

◯昭和 53 年の第１回調査から３年おきに実施（前回調査：平成 30 年度）。今回で 15 回目。 
 

 

 

(1) 調査実施時期 令和３年 10 月中旬 

(2) 調 査 方 法 県内公立小学校３年生児童の保護者を対象としたアンケート調査

(3)調 査 数 有効回答数 9,574／調査票配布数 11,926（有効回答率 80.3％） 

 
 

 

(1) 商圏の変化 

◯商圏範囲の縮小による超広域型商圏の消滅 
 

商 圏 類 型 今回（R3）調査 前回（H30）調査 

超 広 域 型  仙台青葉 

広  域  型  
仙台青葉、仙台宮城野、仙台太白、

仙台泉、旧石巻、名取、旧古川 

仙台宮城野、仙台太白、仙台泉、

旧石巻、名取、旧古川 

地  域  型  
旧気仙沼、多賀城、旧迫、大河原、

利府、富谷 

旧気仙沼、多賀城、旧迫、大河原、

利府、富谷 

地  区  型  旧築館 旧築館 

合 計 14 商圏 14 商圏 
 

《本調査における用語の定義》 

・商 圏 ＝商圏中心市区町村へ買回品の購入に訪れる人々の範囲。 
買回品の購買先支持率を基準に地元購買率が 30%以上で、かつ吸引率が

15%以上の市区町村を有する場合、「商圏が形成されている」と定義。 

・商圏中心市区町村   ＝地元及び周辺の市区町村から多くの人が買回品の購入に訪れる市区町村。 

商圏の中心。 

・吸 

・買 

引 人 

回 

口 ＝商圏人口のうち、商圏中心市区町村へ買回品の購入に訪れる人数。 
品 ＝衣料品、靴・バッグ・アクセサリー、スポーツ・レジャー用品、書籍・文房

具、玩具・ゲーム、家具・インテリア用品、家電・パソコン類、贈答品。 

※調査分析は、過去の調査との比較のため、平成 14 年以前の旧市区町村単位となっている。 
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○ 仙台市中心部（駅前～一番町）の吸引人口の減少 
 

 H20 H24 H27 H30 R3 

構成市区町村数 18 14 8 16 5 

吸引人口（人） 134,404 119,352 73,927 101,854 60,216 

 

◯吸引人口の増減状況（前回比較５％以上の変化） ※[ ]内は前回調査からの増減率 

・増加した商圏･･･【３商圏】利 府[+17.5％] 旧 築 館[+13.0％] 多 賀 城[+ 9.8％] 

・減少した商圏･･･【５商圏】仙台青葉[-19.1％] 仙台宮城野[-11.4％] 仙 台 泉[-11.2％] 

仙台太白[-10.6％] 旧 石 巻[- 7.2％] 

 

(2) 消費者の買物動向 

○ 通信販売（ネットショップ等）の大幅増 

・買物先店舗の形態別支持率（買回品） 

 
◯増加に転じた地元購買率 

 

 H20 H24 H27 H30 R3 

地元購買率（平均） 18.6％ 16.9％ 16.3％ 15.9％ 16.7％ 

・主な増加した市区町村 ※[ ]内は前回調査からの増減 

利府町 62.8％[+11.3] 旧迫町 69.3％[+8.0] 旧築館町 39.0％[+6.5] 

涌谷町 22.9％[+ 6.4] 亘理町 19.1％[+6.3] 名取市 71.7％[+5.2] 

 

(3) 地元商店・商店街に求める役割 

◯消費者は、生活を支える役割を期待 
 

・日用品・食料品の販売 29.6％ ・オリジナル商品・限定品等の販売 11.3％ 

・外食サービスの提供 14.8％ ・地域コミュニティの拠点 11.0％ 
・まちのにぎわい創出の担い手 13.2％   

 



 

Ⅳ．地域内の観光動向 

（令和 6 年度観光統計概要より引用） 

 

１．観光客入込数 

県全体の観光客入込数は 70,515 千人で、前年に比べ 2,279 千人の増加（＋3.3％）となり、前年を上

回り、二年連続で過去最高の観光客入込数を記録しました。 前年から増加した要因としては、「東北絆

まつり 2024」などの大規模イベントが開催されたことに加え、「あ・ら・伊達な道の駅」、「松島海岸」な

どへの入込客の増加や、令和６年１１月にオープンした「道の駅東松島」が、全体の入込数を押し上げ

ました。 

 
 

２．圏域別観光客入込数 

仙南圏域では、観光客入込数が 7,074 千人で前年に比べ 372 千人、5.6％増加しました。遠刈田温泉やおお

がわら桜まつりなどで入込客が増加しました。 仙台圏域では、観光客入込数が 40,738 千人で前年に比べ 1,378

千人、3.5％増加しました。「東北絆まつり 2024」や「Pokémon GO Fes2024」の大規模なイベントが開催され

たことに伴い、仙台城址などの周辺施設への入込客が増加しました。 大崎圏域では、観光客入込数が 8,474 千

人で前年に比べ 380 千人、4.7％増加しました。「あ・ら・伊達な道の駅」や道の駅「おおさき」などで入込客

が増加しました。 栗原圏域では、観光客入込数が 1,768 千人で前年に比べ 105 千人、6.3％増加しました。圏

域の主要観光地点である道の駅「路田里はなやま」や金成温泉金成延年閣などへの入込客の増加があったこと

によるものと考えられます。 登米圏域では、観光客入込数が 2,929 千人で前年に比べ 122 千人、4.4％増加し

ました。平筒沼ふれあい公園や道の駅「三滝堂」などで入込客数が増加しました。 石巻圏域では、観光客入込

数が 6,392 千人で前年に比べ 24 千人、0.4％増加しました。道の駅「東松島」のオープンや、航空祭などで入

込客が増加しました。 気仙沼圏域では、観光客入込数が 3,140 千人で前年に比べ 102 千人、3.1％減少しまし

た。海の市で入込客が増加した一方、南三陸さんさん商店街などで入込客が減少しました。 

 



 

 



３．季節別観光客入込数 

季節別の観光客入込数は、「春季」（４~６月）は18,554千人で前年より740千人、4.2%の増加、「夏

季」（７~８月）では14,484千人で前年より449千人、3.0%の減少、「秋季」（９~11月）では17,747千人で

前年より1,127千人、6.8%の増加、「冬季」（１~３月、12月）では19,730千人で861千人、4.6%の増加とな

りました。（図４、表２） 

 

 
  



４．分類別観光客入込数 

観光地点を自然、文化・歴史、産業観光などの８つに分類して、観光客入込数の構成比でみると、多い順

に、「買物」が31.5%、「イベント」が17.7%、「文化・歴史」が13.4%となっています。    また、前年に

比べ増加率が大きい順に、「温泉」＋12.0%、「文化歴史」＋7.2%、「イベント」＋5.9%となっています。

（表３） 

 
 

５．宿泊観光客数 

県内全体の宿泊観光客数は9,880 千人泊で、前年に比べ445千人泊の増加(＋4.7％)となり、コロナ拡大前

の令和元年の水準と同程度に回復しています。 (図5) 「東北絆まつり2024仙台」や「Pokémon GO 

Fes2024」などの大規模イベントの開催、訪日外国人宿泊者数の増加等による押し上げ効果もあり、全体と

して増加傾向にあります。 



 
 

６．圏域別宿泊観光客数 

圏域別割合をみると、宿泊観光客数の多かった順に、仙台圏域77.9％、仙南圏域6.3％、大崎圏域5.9％と

なっており、全体の約4分の3が仙台圏域に集中しており、特に旧仙台市地区が高い割合を占めています。(図

６、図７、表４) 

 



 

 
  



７．居住地別宿泊観光客数 

宿泊観光客数を居住地別にみると、宿泊観光客数は、居住地不明を除き、関東地方が1,695千人泊（構成比

29.9%）と最も多く、次いで宮城県内で1,413千人泊（同25.0%）、東北地方（宮城県を除く）で1,009 千人

泊（同17.8%）となっており、それらを合計すると、全体の約4分の3を占めています。（図８） 

 

 

８．主要な行事・イベント等の観光客入込数 

県内の主要な行事・イベント等の観光客入込数については、人数の多い順に「SENDAI光のページェント

（12月）」、「仙台七夕まつり（８月）」、「仙台・青葉まつり（５月）」となりました。 「仙台みちの

くYOSAKOIまつり」や「定禅寺ストリートジャズフェスティバル」は、前年と比べ大きく増加していま

す。（表５） 

 

 

９．観光消費額・観光による経済効果の推計 

令和６年の観光消費額直接効果額（観光庁「共通基準による観光入込客統計」より）は4,527億円になりま

す。また、産業連関表を用いて波及効果等を推計（※）すると、波及効果が1,957億円となり、観光による総

合波及効果は6,103億円と見込まれます。（表６、表７） 



 

 



 
 

 

 



 

統計資料等を活用した県内景気動向等の分析調査（まとめ） 

Ⅰ．宮城県の景気動向 

令和７年の宮城県の景気動向は、緩やかに持ち直しているものの、住宅投資、雇用等において弱い動きと

なっている。 

 ①生産：持ち直しの兆しがみられる 

業種別にみると、輸送機械工業、パルプ・紙・紙加工品工業など５業種で上昇傾向にある。 

②住宅投資：減少している 

  新設住宅着工戸数では、持家・貸家ともに減少傾向にある。 

③公共投資：横ばい圏内の動きとなっている 

  公共工事請負金額は増加し、発注者別には、国及び市町村は増加傾向にあり、県及び独立行政法人・地

方公社等は減少傾向となっている。  

④個人消費：回復の動きに足踏みがみられる 

  百貨店・スーパー販売額、コンビニエンスストア販売額、家電大型専門店販売額、ドラッグストア販売

額は好調で増加傾向にあり、ホームセンター販売額は減少傾向となっている。 

⑤雇用：弱めの動きとなっている 

  有効求人数及び新規求人数は、ともに減少傾向にある。新規求人数を産業別にみると、「医療、福祉」、

「公務・その他」、「学術研究，専門・技術サービス業」で増加となった一方、「サービス業」、「建設業」、

「生活関連サービス業、娯楽業」などで減少となっている。 

 

Ⅱ．宮城県の商圏（消費購買動向調査） 

  利府町は、地域型商圏として県内一番の伸長（+17.5％）となっており、地元購買率も前回調査と比較する

と 11.3 ポイント増加している。 

 ①商圏の変化 

   当町の「利府商圏」は、地域型商圏の位置づけではあるものの仙台市中心部（駅前～一番町）の商圏内

吸引人口が減少するなかで、県内でもトップの商圏内吸引人口増加率となっている。 

 ②消費者の買物動向 

   今回調査（令和 3 年）で初めて、買物先店舗の形態別支持率（買回品）において、「通信販売（ネットシ

ョップ等）」（17.1％）が「一般商店・専門店」（14.3％）を上回った。 

 ③地元商店・商店街に求める役割 

   地元商店・商店街に求める役割として「日用品・食料品の販売」が最も多く、次いで「外食サービスの

提供」「まちのにぎわい創出の担い手」の順となっており、日常生活を支える役割が期待されている。 

 

Ⅲ．観光動向（観光統計概要） 

  コロナ禍の収束により、松島への観光客は戻りつつある。 

 ①観光客入込数 

   松島の令和６年観光客入込数は、5,810 千人となっており、前年と比較すると 186 千人の増加となって

いる。 

 ②宿泊観光客数 

   松島の令和６年宿泊観光客数は、519 千人となっており、前年と比較すると 31 千人の減少となってい

る。 


